
事業群評価調書（平成29年度実施）
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(１)

②

目標
（H28）

実績
（H28）

達成率

87% 86.6% 99%

H28実績 一般財源 人件費(参考) H28目標 H28実績 達成率

H29計画 一般財源 人件費(参考) H29目標 ― ―

91 90 98%

91 ― ―

87 86.6 99%

88 ― ―

1 2 200%

1 ― ―

1 1 100%

1 ― ―

H28:訓練者数（人） 40 30 75%

H29:入校者の修了率
(%)

95 ― ―

H28:入校者の修了率
(%)

95 95 100%

H29:修了者の就職率
(%)

70 ― ―

取組
項目
ⅰ

障害者へ委託による職業訓練を行い、雇
用の推進を図った。障害者

1,360 0

3,021 1,608
特別職業訓練費（委託
訓練）

―

6,043

雇用労働政策課

障害者の職業訓練を民間の教育施設等で実
施し、迅速かつ効果的に障害者の雇用の推
進を図った。

活動
指標

審議会の答申回数
（回）

1,074 0

7,096 3,548 1,615
成果
指標

審議会委員
長崎県職業能力開発計画その他職業能力の
開発に関する重要事項を調査審議した。

活動
指標

雇用労働政策課

職業能力開発指導監
督費 ―

1,074

雇用労働政策課
1,360

成果
指標

審議会の開催回数
（回） 第１０次長崎県職業能力開発計画につい

て審議を行い、適正である旨の答申を得
た。

○

高等技術専門校の修
了生の県内就職率(%)

313,638
就職希望者
（主に新規高
卒者）

職業能力開発促進法第15条の6第1項第1号
に規定する普通職業訓練（普通課程及び短期
課程）を行った。

活動
指標

高等技術専門校の入
校率(%) 県内企業ニーズに応じた若手技能・技術

者を育成、供給することにより、中小企業
のものづくり人材の確保を支援した。ま
た、県内企業への就職を促進した。242,572 150,038 314,886

成果
指標

　高等技術専門校においては、指導員の企業訪問などにより、県内企業の求人を確保し就職に結びつけてきた結
果、高い就職率及び県内就職率を維持している。　高等技術専門校の修了生に対する求人について、県外事業
所の割合が３割に達するなどの影響もあり、平成２８年度は県内就職率の目標にわずかに及ばなかった。

高等技術専門校運営
事業 ―

196,106 126,469

28年度事業の実施状況
（29年度新規・補正は事業内容）

指標 主な目標

中
核
事
業

２．28年度取組実績（H29新規・補正は参考記載）

取組
項目

事務事業名 事業
期間 事業対象

所管課(室)名

事業費(上段:実績、下段:計画、単位:千円） 事　　　業　　　概　　　要 指標（上段：活動指標、下段：成果指標）

28年度事業の成果等

１．計画等概要

（長崎県総合計画チャレンジ2020　本文） （取組項目）

　「長崎県産業人材育成産学官コンソーシアム」において、企業と学校及び行政が、産業人材の育成や若
年者の県内就職･定着化について恒常的に対話し、業種や分野に応じた具体的な個々の課題に対して、
実務担当者からなるワーキンググループを設置して有効な取組を検討し、実施します。また、県立高等技
術専門校において主に新規高卒者を対象に、必要な技能･技術及び知識を習得するための職業訓練を
行い、県内企業が求めるものづくり基礎人材を育成します。

ⅰ）県立高等技術専門校による「ものづくり基礎人材」育成
ⅱ）県内企業が独自に行う中核人材等の人材育成を支援

関
連
指
標

そ
の
他

事
業
群

高等技術専門校の新規高卒者等修了生の
県内就職率

90%以上を維持

指　　　　　標
最終目標
（H32）

（進捗状況の分析）

施 策 名 キャリア教育の推進と企業人材の育成 課 （ 室 ） 長 名 松本　和也

事 業 群 名 企業が求める人材の育成 事業群関係課(室) 産業政策課

基 本 戦 略 名 産業を支える人材を育て、活かす 事 業 群 主 管 所 属 産業労働部雇用労働政策課



数値目標なし 57

数値目標なし ― ―

数値目標なし 57

数値目標なし ― ―

17 24 141%

18 ― ―

96 95.8 99%

96 ― ―

82 85 103%

85 ― ―

70 78 111%

75 ― ―

2 2 100%

2 ― ―

6 10 166%

2 ― ―

125 61 48%

140 ― ―

150 173 115%

170 ― ―

1 1 100%

1 ― ―

740 892 120%

880 ― ―

1,070 832 77%

934 ― ―

756 757 100%

703 ― ―

長崎・佐世保高等技術専門校において、資格
取得講習会（試験対策講座）や、溶接、機械、
建築などのものづくり分野における技術研修
等、在職者等を対象とした幅広い短期間（主
に2日～5日間）の職業訓練を実施した。

活動
指標多様な産業人材育成

事業費 H13-

在職者を対象に、新たな技術習得を進め
ることにより、県内企業の技能･技術の向
上を支援し、ものづくり産業の人材育成を
支援した。3,324 1,459 5,652

成果
指標

修了者の満足度(%)

2,735
在職者訓練の開催
コース数

雇用労働政策課

1,163 5,629
地元中小企
業の社員（在
職者）等

訓練修了者数（人）

20,950 10,518

雇用労働政策課

特別職業訓練費（訓練
手当） S41-

44,450 22,233

0
成果
指標

訓練受講者数（人）

0 雇用対策法
における訓練
手当受給対
象者

雇用労働政策課

事業内職業訓練推進
費 S37-

受給対象者への訓練手当の支給を行
い、訓練受講を支援した。

事業内職業
訓練団体

職業能力の開発・資質の向上を図るために事
業内職業訓練を実施する事業者に対して、訓
練に係る運営費の助成を行った。

活動
指標

1,608

障害者等が職業訓練を受ける際の訓練手当
を支給した。

62,996 31,498

活動
指標

訓練受講計画人数
（人）

緊急離職者能力開発
事業費 H15-

訓練計画者数（人） 事業内職業訓練を実施する事業者に対し
て助成を行うことにより、高い技能を有す
る訓練修了者を増加させ、本県産業の次
代を担う人材育成に寄与した。24,982 12,534 1,614

成果
指標

定員に対する充足率

離職者へ介護、経理、ＯＡ等の職業訓練
を行い再就職を促進した。

520,873 0 8,074
成果
指標

就職率

380,457 0 8,042

12,063
県内企業、団
体、高校、大
学等

産業政策課

活動
指標

離職者、障害
者

雇用労働政策課

離職者の再就職のための職業訓練及び就職
支援を民間教育訓練機関への委託訓練とし
て実施

「人財県長崎」人材育
成モデル構築事業（成
長分野高度人材育成
事業、産業人材育成戦
略推進事業、ものづく
りを担う人材育成・確
保事業）

H28-32

19,572 9,458

25,252 15,692 12,111
成果
指標

企業や学校に対するアンケート・ヒアリングな
どで現状を把握したうえで、企業・学校・行政
の役割と取組事項を明確にした産業人材育成
戦略を策定した。
高校生資格取得講習会の開催、若年者もの
づくり競技会への支援等を行った。

活動
指標

長崎県産業人材育成
産学官コンソーシアム
会議の開催数

産業人材育成産学官コンソーシアムで、
産業人材育成戦略を策定し、産学官の役
割と取組事項を明確化した。
また、産業人材育成産学官コンソーシア
ムで、計画よりも多い10件のモデル（事
業）を構築できた。

産学官が連携した産
業人材育成等のモデ
ルの構築数

28年度の企業内訓練実施は、中途採用
者に限られたため、当初想定した造船関
連での取組みができなかった。
雇用創出は、企業内訓練実施に加え、訓
練を前提とした新卒採用、企業見学等に
より173人を確保した。

207,242 0 7,267
成果
指標

雇用創出数（人）

研修経費の負担や研修プログラムの策定支
援等を行うことにより、早期離職防止、早期戦
力化、将来に備えた基礎教育の実施及び企
業自体の指導者育成等、人材育成能力の強
化を図った。

活動
指標

69,832 0

長崎県職業
能力開発協
会等

雇用労働政策課

活動
指標

企業内訓練の実施数
（人）地域創生人材育成事

業
（H28
補正）
H28-30

7,258 建設、製造関
連、情報通
信、運輸（バ
ス、トラック）
業者

産業政策課

S54-

26,321 13,369 4,021

取組
項目
ⅰ

取組
項目
ⅱ

技能検定の実施、各種技能競技大会への参
加、優れた技能者の表彰などを通じて、労働
者の技能向上と地位向上を図った。 成果

指標

アビリンピックの開催
回数（回）技能向上対策費

○

○

16,498 4,037

技能労働者の技能向上・社会的経済的
地位の向上を促すとともに、技能につい
て県民の理解を深め、技能が尊重される
社会の実現に寄与した。36,971

技能検定合格者数
（人）



事業構築の視点

⑨

―

⑨

⑨

現状維持

見直し区分

改善

職業能力開発指導監
督費 ―

職業能力開発促進法に基づいて設置された審議会。県職業能力開発計画及びその他の職業能
力開発に関する重要事項を調査審議するために必要である。

30年度事業の実施に向けた方向性

（H29の新たな取組は「H29新規」等と記載、見直しがない場合は「－」と記載） 見直しの方向

取組
項目
ⅰ

多様な産業人材育成
事業費

企業等からの要望により「2級電気工事施工管理技術｢学科｣試
験準備セミナー」 「測定技術セミナー」を新設、「2級ガソリン自動
車整備士試験対策｢直前｣セミナー」を再設した。また、訓練内容
等に合った定員の見直しを図った。

高等技術専門校の施設･設備を活用した基礎的技能を中心とした訓練を在職者等に実施するも
のであり、代替できる施設は無く、必要性や企業ニーズも高い。今後とも、聞き取り調査などによ
る企業ニーズの把握に努めるとともに、応募が少ないコースの見直しや企業ニーズに沿ったコー
スの設定など事業の取り組みを着実に推進していく。また、受講者の満足度の更なる向上のた
め、訓練対象を明確にし、受講者のレベルにあった訓練時間、定員等の設定に取り組んでいく。

改善

訓練の周知活動を充実させるため、平成３０年度訓練生の募集
から県のHP掲載を行うよう見直した。

産業技術の進展や県内企業ニーズの変化、求職者ニーズの変化に対応していくため、２９年度
に実施する事業主、高校等に対するアンケート結果を踏まえ、訓練内容の見直し、充実強化を
図る。

障害者を含めた全員参加型社会の推進を図るため、障害者職業訓練は不可欠であるが、訓練
を実施できる国の基準を満たす訓練機関が限られている。今後とも、ハローワーク等と連携し、
訓練内容の周知を行うとともに、訓練機関と連携し障害者のニーズに応じた訓練を実施する。

改善

高等技術専門校運営
事業

「長崎歴史文化観光検定」試験（長崎校 観光･オフィスビジネス
科）、「秘書検定３級、２級」試験（佐世保校 ＯＡビジネス科）を全
員受験とすることに伴う訓練内容強化を図った。また、塗装技術
科において、自動車板金基礎学科を新設し自動車板金分野の訓
練内容を見直した。

◆平成28年度は、217人を産業界へ送り出し、県内就職率は、86.6%であった。平成29年度の入校生は、261人で入校率は、90.0 %と前年度の260人、89.7%に比べ1名増加している。　就職、入校状況は、景気に大き
く影響されるが、若年層の減少もあり入校生確保は喫緊の課題となっており、そのためには、高校３年生への周知はもとより幅広い対象へ向けた広報が必要である。　さらに、高校訪問、体験入校、校見学会等を
実施するほか、あらゆる媒体を利用し広報活動を強化していく。また、県内就職率を向上させるため、より企業のニーズに合った訓練内容に見直していく。　併せて、県内就職率の低い科については、訓練生に対し
県内企業の魅力を伝えるため、工場見学、インターンシップ、校内での県内企業説明会などさらに積極的に実施していく。
◆在職者訓練は、28年度24コース162人に対して行い、アンケートによる満足度は95.8 %であった。今後、企業アンケート等を参考に、実施時期やコースの内容について見直しを行いながら事業を実施していく。

◆平成28年度に産業人材育成産学官コンソーシアムで産業人材育成戦略を策定した。これからは、産学官共同で戦略を具体的に推進していく。
◆地域創生人材育成事業については、平成28年度には、企業内訓練実施に加え、訓練を前提とした新卒採用、企業見学等により中途採用者173人を確保した。29年度は主に新卒者の就職・採用スケジュールに
合わせた展開を行う。
◆事業内職業訓練として、平成28年度は757名の訓練実施に係る運営費を助成した。29年度は各訓練校において新たに訓練目標を設定し、実施状況の把握、評価等を行うことで訓練内容の向上を図っていく。

事務事業名

特別職業訓練費（委託
訓練）

取組
項目

29年度事業の実施にあたり見直した内容

３．実績の検証及び解決すべき課題と解決に向けた方向性

４．29年度見直し内容及び30年度実施に向けた方向性

ⅰ）県立高等技術専門校による「ものづくり基礎人材」育成

ⅱ）県内企業が独自に行う中核人材等の人材育成を支援



⑦

⑧⑨

⑨

⑨

技能向上対策費

地域創生人材育成事
業

国の委託事業を活用し、喫緊の課題である若者の確保、人手不足分野の人材育成を進める「企
業の将来を担う新入社員基礎能力育成」モデルづくりを推進している。事業の中心は「雇用型訓
練」であり、企業は採用ハードルを下げ、求職者は安心して就職できることを狙っている。
事業を進める上で最大の課題は、事業実施を希望する企業は多いが、求人を出しても応募が少
ないことであり、「企業説明会」や「企業見学」など、「企業の魅力発信」や、「採用セミナー」「訓練
担当者セミナー」とをより効果的に組み合わせた事業展開を図る。

平成29年度の各訓練校における訓練目標の設定、実施状況の確認、評価を踏まえ、県内中小
企業に対して本訓練を活用した人材育成の働きかけを強化し、訓練内容の向上を図る。

将来のものづくりを担う若年技能者の育成等を目的に、若者が技
能検定を受検しやすい環境を整備するため、35歳未満の若者が
技能検定２級及び３級を受検する際の受検料に対する助成を平
成29年度後期試験から実施することとした。

事業内職業訓練推進
費

事業内職業訓練を効果的に実施するため、平成29年度から各訓
練校において訓練目標を設定し、実施状況の確認、評価すること
で、今後の訓練実施に役立てることとした。

29年度には産業人材育成戦略の普及を行うとともに、企業における人材育成モデル（キャリアパ
ス、研修、OJT指導等）の優良事例を作成する。30年度には人材育成モデルを県内企業に波及
させ、魅力的な県内企業を増やしていく。

改善

改善

事業の中心となる「雇用型訓練」は事業開始時期の関係で、28年
度は中途採用に限られたが、29年度は主に新卒者の就職・採用
スケジュールに合わせた各事業での展開を行う。

長崎県職業能力開発協会と連携し、技能検定の適正な実施に努めるともに、若年者の技能離れ
を防止し、将来のものづくりを担う若年技能者を育成するため、３級等の技能検定の受験者数の
増加を目指し、普及促進を図る。また、各種技能競技大会への参加、表彰等を通じて県民の技
能についての理解を深め、技能労働者の技能向上、地位の向上を図る。

「人財県長崎」人材育
成モデル構築事業（成
長分野高度人材育成
事業、人材育成戦略策
定、ものづくりを担う人
材育成・確保事業)

改善

改善

28年度に策定した産業人材育成戦略を産学官共同で具体的に
推進していく。産業人材育成戦略推進の中心として、4つの業種
別WGを設置する組織見直しを行った。また、戦略を実践している
優良企業の事例を収集し、県内企業への波及を図る。

取組
項目
ⅱ


